
令 和 ７ 年 度

熊取町下水道事業会計決算審査意見書





令和７年度熊取町下水道事業会計決算審査意見書

地方公営企業法第30条第２項の規定により、令和７年度熊取町下水道事

業会計決算書、関係帳簿及び証拠書類を審査した結果に係る意見は、次の

とおりである。

令和８年 ７ 月１７日

熊取町長 藤 原 敏 司 様

熊取町監査委員 井 上 宗 保

熊取町監査委員 井 上 高 和



目 次

第１ 審査の概要・・・・・・・・・・・・・・・ １

１）審査の対象・・・・・・・・・・・・・・・ １

２）審査の期間・・・・・・・・・・・・・・・ １

３）実地審査場所・・・・・・・・・・・・・・ １

４）審査の実施・・・・・・・・・・・・・・・ １

第２ 審査の結果・・・・・・・・・・・・・・・ １

１）決算諸表について・・・・・・・・・・・・ １

２）業務量について・・・・・・・・・・・・・ １

３）経営成績について・・・・・・・・・・・・ ２

ア）収益について・・・・・・・・・・・・・ ５

イ）費用について・・・・・・・・・・・・・ ７

４）資本的収支について・・・・・・・・・・・ ９

ア）資本的収入について・・・・・・・・・・ ９

イ）資本的支出について・・・・・・・・・・１０

５）資産の状態について・・・・・・・・・・・１０

ア）資産について・・・・・・・・・・・・・１０

イ）負債について・・・・・・・・・・・・・１１

ウ）資本について・・・・・・・・・・・・・１１

６）経営分析について・・・・・・・・・・・・１２

７）意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

ア）業務量について・・・・・・・・・・・・１３

イ）経営状況について・・・・・・・・・・・１３

ウ）むすび・・・・・・・・・・・・・・・・１４



- 1 -

意 見

第１ 審査の概要

１）審査の対象 令和７年度熊取町下水道事業会計決算

２）審査の期間 令和８年６月１９日～令和８年６月２６日

３）実地審査場所 熊取町役場本館３階会議室

４）審査の実施 この審査に当たっては、町長から提出された決算書

類が、法令及び監査基準に基づき下水道事業の財政運

営状況及び経営状況を適正に表示しているか否かを

検証するため、会計帳票、証拠書類との照合、事情聴

取その他の審査を実施した。

次いで、本事業の経営内容を把握するため、計数の

分析を行い、企業の経済性の発揮及び公共性の確保を

主眼として考察した。

第２ 審査の結果

１）決算諸表について

審査に付された決算諸表は、下水道事業の財政運営状況及び経営状況を

適正に表示しているものと認められる。

２）業務量について

本年度における整備済区域内人口は３万６，３３８人で前年度と比較して２

３１人増加、普及率は８６．６％で前年度と比較して１．４ポイント増加した。

水洗化人口は３万４，４６６人で前年度と比較して３５３人増加、水洗化率は

９４．８％で前年度と比較して０．３ポイント増加している。また、整備済区

域内世帯は１万６，２７９世帯で前年度と比較して２８４世帯増加、水洗化世

帯は１万５，２６７世帯で前年度と比較して３４２世帯増加している。一方で、

有収水量について、年間水量は３３８万１７７㎥で前年度と比較して７万２，

０９９㎥減少し、一日平均水量も１９７㎥減少している。

年間布設延長について、町施工の汚水管は３９６．２４ｍで前年度と比較し

て１，０９９．２９ｍ減少し、民間開発の汚水管は１０６．８９ｍで前年度と

比較して７２．０６ｍ減少し、町施工の雨水管は前年度に引き続き実績がなく、
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民間開発の雨水管も実績がないため、前年度と比較して２．４５ｍ減少してい

る。

なお、業務量の推移は表１のとおりである。

３）経営成績について

表２のとおり、本年度の総収益は、１１億６，０９４万６千円（仮受消

費税及び地方消費税５，５００万７千円）で、これに対する総費用は１０

億６，５１５万７千円（仮払消費税及び地方消費税２，４１４万９千円）

となり、差引９，５７８万９千円が当年度純利益となった。なお、当年度

未処分利益剰余金は、当年度純利益にその他未処分利益剰余金変動額１，

７５５万円を加えた１億１，３３３万９千円となった。

営業収支では、営業収益が５億４，３８４万２千円で、前年度に比べ６

８２万５千円減少し、営業費用は９億９，４２４万円で、前年度に比べ７

１３万４千円減少している。

また、営業外収支等では、営業外収益等が６億１，７１０万４千円で、

前年度に比べ１，３５１万４千円減少し、営業外費用等が７，０９１万７

千円で、前年度に比べ９万９千円増加している。

〔表１〕　業務量の推移

増 減

人 42,903 42,728 42,389 41,955 △ 434 △ 1.0 ％

人 35,945 36,167 36,107 36,338 231 0.6 ％

％ 83.8 84.6 85.2 86.6 1.4

人 34,026 34,100 34,113 34,466 353 1.0 ％

％ 94.7 94.3 94.5 94.8 0.3

世帯 15,552 15,878 15,995 16,279 284 1.8 ％

世帯 14,561 14,788 14,925 15,267 342 2.3 ％

㎥ 3,497,176 3,466,513 3,452,276 3,380,177 △ 72,099 △ 2.1 ％

㎥ 291,431 288,876 287,690 281,681 △ 6,009 △ 2.1 ％

㎥ 9,581 9,471 9,458 9,261 △ 197 △ 2.1 ％

町 施 工 ｍ 1,969.05 973.28 1,495.53 396.24 △ 1,099.29 △ 73.5 ％

民間開 発 ｍ 655.58 503.36 178.95 106.89 △ 72.06 △ 40.3 ％

町 施 工 ｍ 0.00 0.00 0.00 0.00 0

民間開 発 ｍ 79.41 141.13 2.45 0.00 △ 2.45 △ 100.0 ％

比　　　　較

対前年度比

行政区域内人口

整備済区域内人口

普及率

水洗化人口

水洗化率

整備済区域内世帯

水洗化世帯

年 間

一 ヶ 月 平 均

一 日 平 均

事　　　項 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

有
収
水
量

年
間
布
設
延
長

汚
水
管

雨
水
管
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営業収支が赤字となっている理由については、償却資産を減価償却費と

して営業費用に計上しているためである。

営業外収支の黒字の理由については、償却資産の取得の財源である受贈

財産、補助金等を、長期前受金戻入分として収益化しているためである。

図１は、損益の推移を表したものである。本年度の純利益は、９，５７８

万９千円となり、前年度と比較して１，３３０万４千円の減少となった。

〔表２〕収益的収支の推移

上段の数値は税抜額

下段の数値は消費税及び地方消費税額 （単位：千円）

区　　分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

総 収 益 1,080,812 1,095,244 1,181,285 1,160,946

Ａ 49,564 49,532 56,059 55,007

総 費 用 1,043,378 1,077,693 1,072,192 1,065,157

Ｂ 20,267 22,054 23,366 24,149

収支差 引 37,434 17,551 109,093 95,789

Ａ－Ｂ 29,297 27,478 32,693 30,858

収 支 率

Ａ/Ｂ×１００(%)

103.6 101.6 110.2 109.0

※金額は千円単位で表示し、表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。
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次に、有収水量１㎥当たり及び１世帯当たりの収益費用についてみると、表

３及び表４のとおりである。

有収水量１ｍ
３
当たりの営業総収益が、３４３円４６銭、有収水量１ｍ

３

〔表３〕　有収水量１㎥当たりの収益費用対照表

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度 対 前 年 度 増 減 率 (%)

3,497,176 3,466,513 3,452,276 3,380,177 △ 2.1

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１㎥当たり営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１㎥当たり営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１㎥当たり営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 121.87 △ 132.54 △ 130.55 △ 133.25 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 585,860,196 598,335,071 630,618,220 617,104,506 △ 2.1

１㎥当たり営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 122,212,684 121,326,632 70,817,320 70,917,207 0.1

１㎥当たり営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１㎥当たり営業外収支等
Ｇ－Ｉ

132.57 137.60 162.16 161.59 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,080,811,694 1,095,243,983 1,181,284,873 1,160,946,112 △ 1.7

１㎥当たり総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,043,378,396 1,077,693,432 1,072,191,617 1,065,157,459 △ 0.7

１㎥当たり総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１㎥当たり純損益
Ｋ－Ｍ

10.70 5.06 31.60 28.34 －

区　　　　　　　　　　　　分

有収水量（㎥）　　　　　　　　　　Ａ

494,951,498 496,908,912 550,666,653 543,841,606 △ 1.2

141.53 143.35 159.51 160.89 0.9

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 921,165,712 956,366,800 1,001,374,297 994,240,252 △ 0.7

263.40 275.89 290.06 294.14 1.4

167.52 172.60 182.67 182.57 △ 0.1

34.95 35.00 20.51 20.98 2.3

309.05 315.95 342.18 343.46 0.4

298.35 310.89 310.58 315.12 1.5

営

業

収

支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総

計

（

円

）

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度 対前 年 度増 減 率 (%)

14,561 14,788 14,925 15,267 2.3

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１世帯当たり営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１世帯当たり営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１世帯当たり営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 29,270.94 △ 31,069.64 △ 30,198.17 △ 29,501.45 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 585,860,196 598,335,071 630,618,220 617,104,506 △ 2.1

１世帯当たり営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 122,212,684 121,326,632 70,817,320 70,917,207 0.1

１世帯当たり営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１世帯当たり営業外収支等
Ｇ－Ｉ

31,841.74 32,256.45 37,507.60 35,775.68 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,080,811,694 1,095,243,983 1,181,284,873 1,160,946,112 △ 1.7

１世帯当たり総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,043,378,396 1,077,693,432 1,072,191,617 1,065,157,459 △ 0.7

１世帯当たり総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１世帯当たり純損益
Ｋ－Ｍ

2,570.79 1,186.81 7,309.44 6,274.22 －

〔表４〕　１世帯当たりの収益費用対照表

区　　　　　　　　　　　　　分

水洗化世帯（世帯）　　　　　　　　Ａ

494,951,498 496,908,912 550,666,653 543,841,606 △ 1.2

33,991.59 33,602.17 36,895.59 35,622.03 △ 3.5

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 921,165,712 956,366,800 1,001,374,297 994,240,252 △ 0.7

63,262.53 64,671.81 67,093.76 65,123.49 △ 2.9

40,234.89 40,460.85 42,252.48 40,420.81 △ 4.3

8,393.15 8,204.40 4,744.88 4,645.13 △ 2.1

74,226.47 74,063.02 79,148.07 76,042.84 △ 3.9

71,655.68 72,876.21 71,838.63 69,768.62 △ 2.9

営
業
収
支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総
計

（
円

）

※１世帯あたりの収益・費用の割合は、小数点第３位を四捨五入としているため、差引き等が一致しない場合がある。

※１㎥あたりの収益・費用の割合は、小数点第３位を四捨五入としているため、差引き等が一致しない場合がある。
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当たりの営業総費用が、３１５円１２銭となり、その結果、純損益は、１

ｍ
３
当たり２８円３４銭の純利益となった。

また、１世帯当たりの総収益は、７６，０４２円８４銭、１世帯当たり

の総費用６９，７６８円６２銭となり、その結果、純損益は、１世帯当た

り６，２７４円２２銭の純利益となっている。

当年度における収益的収支予算と決算の対比を行ってみると、表５のと

おりである。

ア）収益について

収益的収入予算に対する収入率は、全体で９９．８％である。内訳と

しては、営業収益が９７．６％、営業外収益が９８．９％、特別利益が

３８７，９６０．０％となっている。予算額と比較すると、営業収益は

１，４７９万１千円下回り、営業外収益は６５８万４千円下回り、特別

利益は１，９３９万３千円上回っている。

さらに、事業の収益力を見るために、営業収益対営業損益率及び営業

収益対純利益率をみると表６のとおりである。

〔表５〕　収益的収支予算・決算対照表

予　　　算 決　　　算 増　　　減 収入・支出率(%)

収 益 611,863 597,072 △ 14,791 97.6

費 用 1,052,737 1,018,171 △ 34,566 96.7

収 益 606,062 599,478 △ 6,584 98.9

費 用 95,558 77,843 △ 17,715 81.5

特 別 利 益 5 19,398 19,393 387,960.0

特 別 損 失 等 3,924 3,345 △ 579 85.2

総 収 益 Ａ 1,217,930 1,215,947 △ 1,983 99.8

総 費 用 Ｂ 1,152,219 1,099,359 △ 52,860 95.4

（ Ａ － Ｂ ） 65,711 116,588 50,877 －

数値は税込額（単位：千円）

区　　　　　　　　分

営
業

営
業
外

そ
の
他

総
　

計
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営業収益に対する営業損益率は、△８２．８％となり、営業収益に対

する純利益率は、１７．６％となった。

総収益の内訳推移表は、表７のとおりである。

営業収益は、前年度と比べ６８２万５千円減少、営業外収益は、前年度

に比べ９３８万１千円減少、特別利益は、前年度に比べ４１３万３千円減

少となり、その結果、総収益額は２，０３３万９千円の減少となった。

収益的収入の営業収益、営業外収益等別の推移を表したのが図２であ

る。

〔表６〕　営業収益対営業損益率及び営業収益対純利益率の推移 数値は税抜額（単位：千円）

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

営業損益（Ａ－Ｂ）　　Ｃ △ 426,215 △ 459,458 △ 450,707 △ 450,398

営業収益対営業損益率
Ｃ／Ａ×１００（％）

純利益（Ｄ－Ｅ）　　Ｆ 37,434 17,551 109,093 95,789

営業収益対純利益率
Ｆ／Ａ×１００（％）

営業収益　　　　Ａ 494,951 496,909 550,667 543,842

営業費用　　　　Ｂ 921,166 956,367 1,001,374 994,240

△ 86.1 △ 92.5 △ 81.8 △ 82.8

総収益　　　　 Ｄ 1,080,812 1,095,244 1,181,285 1,160,946

総費用　　　　 Ｅ 1,043,378 1,077,693 1,072,192 1,065,157

7.6 3.5 19.8 17.6

〔表７〕　総収益の内訳推移表 数値は税抜額（単位：千円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

決 算 額 決 算 額 決 算 額 決 算 額 対前 年度 増 減 対前年度増減率（％）

494,951 496,909 550,667 543,842 △ 6,825 △ 1.2

下 水 道 使 用 料 486,191 485,968 538,675 532,301 △ 6,374 △ 1.2

雨水処理負担金 8,496 10,726 11,857 11,326 △ 531 △ 4.5

その他営業収 益 265 215 135 215 80 59.3

576,726 589,211 608,851 599,470 △ 9,381 △ 1.5

他 会 計 補 助 金 176,940 180,319 181,938 184,891 2,953 1.6

長期前受金戻入 396,156 399,984 419,448 407,515 △ 11,933 △ 2.8

雑 収 益 3,630 8,908 7,465 7,065 △ 400 △ 5.4

9,135 9,124 21,767 17,634 △ 4,133 △ 19.0

1,080,812 1,095,244 1,181,285 1,160,946 △ 20,339 △ 1.7

令 和 ７ 年 度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

総 収 益

区 分

※金額は千円単位で表示し、表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。
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収益的収入に占める営業収益、営業外収益、特別利益の割合は、それぞ

れ４６．８％、５１．６％及び１．５％となった。

イ）費用について

収益的支出予算の執行率は９５．４％で、支出額は１０億９，９３５

万９千円（うち消費税及び地方消費税２，４１４万９千円）となってい

る。不用額は、５，２８６万円である。

また、費用構成については、表８に示すように、減価償却費が９７５

万７千円増加したものの、流域下水道管理費が８１１万５千円、職員給

与費が２４７万１千円、支払利息が８５万１千円、その他が５３５万５

千円減少したことにより、総費用額では７０３万５千円減少となった。

構成比率 （単位：％）

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

営業収益 45.8 45.4 46.6 46.8 

営業外収益 53.4 53.8 51.5 51.6 

特別利益 0.8 0.8 1.8 1.5 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 

※構成比は単純四捨五入としているため、合計が１００％にならない場合がある。
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図３に示すように本年度の総費用中に占める割合は、職員給与費（６．

０％）、流水下水道管理費（１４．７％）、減価償却費（６４．１％）、支

払利息（６．３％）、その他（８．９％）となっている。

〔表８〕　費用構成

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 対前年度増減 対前年度増減率（％）

職 員 給 与 費 63,141 64,455 66,219 63,748 △ 2,471 △ 3.7

流 域 下 水 道 管 理 費 149,443 157,205 164,180 156,065 △ 8,115 △ 4.9

減 価 償 却 費 648,682 658,739 673,525 683,282 9,757 1.4

支 払 利 息 74,692 69,558 67,530 66,679 △ 851 △ 1.3

そ の 他 107,420 127,736 100,738 95,383 △ 5,355 △ 5.3

計 1,043,378 1,077,693 1,072,192 1,065,157 △ 7,035 △ 0.7

数値は税抜額（単位：千円）

構成比率（単位：％）
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

職 員 給 与 費 6.1 6.0 6.2 6.0

流域下水道管理費 14.3 14.6 15.3 14.7

減 価 償 却 費 62.2 61.1 62.8 64.1

支 払 利 息 7.2 6.5 6.3 6.3

そ の 他 10.2 11.8 9.4 8.9

計 100.0 100.0 100.0 100.0
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４）資本的収支について

本年度における資本的収支の決算額（税抜）は、

資本的収入 ４億７，２８５万６千円

（仮受消費税及び地方消費税０円）

資本的支出 ８億４，８７４万４千円

（仮払消費税及び地方消費税３，５４９万４千円）

差 引 △３億７，５８８万８千円となっている。

ア）資本的収入について

資本的収入の内訳は、表９のとおりである。

※金額は千円単位で表示し、表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。

※構成比は単純四捨五入としているため、合計が１００％にならない場合がある。

企業債は、前年度と比べ総額で１億５，６７０万円減少、負担金は、

前年度と比べ５，９４６万４千円減少、補助金は前年度に比べ６２４万

５千円増加、他会計出資金は、前年度に比べ１，２１８万５千円増加と

なり、その結果、資本的収入の総額は、１億９，７７３万４千円の減少

となった。

〔表９〕資本的収入の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

企 業 債 392,900 58.6 236,200 50.0 △ 156,700 △ 39.9

負 担 金 68,232 10.2 8,768 1.9 △ 59,464 △ 87.1

補 助 金 147,200 22.0 153,445 32.5 6,245 4.2

他 会 計 出 資 金 62,257 9.3 74,442 15.7 12,185 19.6

計 670,589 100.0 472,855 100.0 △ 197,734 △ 29.5

数値は税抜額（単位：千円）

令和６年度 令和７年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)
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イ）資本的支出について

資本的支出の内訳は、表１０のとおりである。

前年度に比べて、建設改良費は１億１，３２９万４千円減少し、企業債償

還金は１，２４９万８千円増加している。

建設改良費の大部分は、公共下水道工事整備費で総額３億１，６３９

万７千円である。残り７，０３７万６千円のうち、主なものは計画策定

委託料や流域下水道建設費負担金等である。

５）資産の状態について

貸借対照表構成比率は、表１１のとおりである。

ア）資産について

本年度末の総資産額は、１７０億８，８９８万７千円で前年度に比べ

て１億４１７万２千円の減少となっている。資産の大半は固定資産で、

本年度総資産に占める割合は９６．３％であった。

※金額は千円単位で表示し、表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。

〔表１０〕資本的支出の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

建 設 改 良 費 500,067 52.7 386,773 45.6 △ 113,294 △ 22.7

企 業 債 償 還 金 449,473 47.3 461,971 54.4 12,498 2.8

計 949,540 100.0 848,744 100.0 △ 100,796 △ 10.6

数値は税抜額（単位：千円）

令和６年度 令和７年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)

〔表１１〕貸借対照表構成比率推移 （単位：千円）

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

17,452,652 100.0 17,616,932 100.0 17,193,159 100.0 17,088,987 100.0 △ 104,172 △ 0.6

固 定 資 産 16,857,045 96.6 16,893,326 95.9 16,725,427 97.3 16,458,508 96.3 △ 266,919 △ 1.6

流 動 資 産 595,607 3.4 723,606 4.1 467,732 2.7 630,479 3.7 162,747 34.8

15,423,488 88.4 15,502,208 88.0 14,907,084 86.7 14,632,682 85.6 △ 274,402 △ 1.8

固 定 負 債 5,050,880 28.9 5,082,318 28.8 5,053,379 29.4 4,858,654 28.4 △ 194,725 △ 3.9

流 動 負 債 772,207 4.4 896,371 5.1 526,808 3.1 677,522 4.0 150,714 28.6

繰 延 収 益 9,600,401 55.0 9,523,519 54.1 9,326,897 54.2 9,096,506 53.2 △ 230,391 △ 2.5

2,029,164 11.6 2,114,724 12.0 2,286,074 13.3 2,456,305 14.4 170,231 7.4

資 本 金 1,833,368 10.5 1,953,828 11.1 2,061,881 12.0 2,173,756 12.7 111,875 5.4

剰 余 金 195,796 1.1 160,896 0.9 224,193 1.3 282,549 1.7 58,356 26.0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

資 産
（ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

負 債

資 本

区 分
Ｒ７-Ｒ６
増減

Ｒ７-Ｒ６
増減率（％）
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イ）負債について

負債合計は、１４６億３，２６８万２千円で前年度に比べて２億７，

４４０万２千円の減少となっている。

これは、前年度に比べて、流動負債が１億５，０７１万４千円増加し

たものの、固定負債が１億９，４７２万５千円、繰延収益が２億３，０

３９万１千円それぞれ減少したことによるものである。

また、建設改良費等の財源に充てるための企業債の未償還残高は、表

１２のとおり５２億２，８１１万３千円で、前年度に比べて２億２，５

７７万１千円の減少となっている。

ウ）資本について

資本金合計は、２１億７，３７５万６千円で前年度に比べて１億１，

１８７万５千円の増加となっている。

剰余金合計は、２億８，２５４万９千円で前年度に比べて５，８３５

万６千円の増加となっている。

〔表１２〕　建設改良費等の財源に充てるための企業債未償還残高 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 対前年度増減 対前年度増減率（％）

未 償 還 残 高 5,508,812 5,510,457 5,453,884 5,228,113 △ 225,771 △ 4.1
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６）経営分析について

主な経営指標については、表１３のとおりである。

表１３を見ると、固定資産対長期資本比率は１００．３％で、前年度よ

り０．１ポイント減少している。これは、固定資産が、どの程度自己資本

や長期に活用可能な固定負債などの長期資本によって調達されているか

を示す指標で、１００％以下であることが望ましいとされている。

自己資本構成比率は６７．６％で、前年度より０．１ポイント増加して

いる。これは、負債資本合計に占める自己資本の割合を示す指標で、この

比率が高いほど経営の安全性が高いとされている。

流動比率は９３．１％で、前年度より４．３ポイント増加している。こ

れは１年以内に支払わなければならない負債に対する支払能力を判断す

るための指標である。

営業収支比率は５４．７％で、前年度より０．３ポイント減少している。

これは、営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示す指標

として、１００％以上が望ましいとされているが、減価償却費を営業費用

に計上し、長期前受金戻入を営業外収益に計上しているため、これを下回

っている。

経常収支比率は１０７．７％で、前年度より０．６ポイント減少してい

る。これは、経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示す

指標で、独立採算性の原則により１００％以上が望ましいとされている。

〔表１３〕経営分析

令和６年度 令和７年度

固 定 資 産 対 固定資産

長 期 資 本 比 率 （ ％ ） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債資本合計

流動資産

流動負債

営業収益-受託工事収益

営業費用-受託工事費用

経常収益

経常費用

比率
項            目 算                 式 対前年度増減

×１００ 100.4 100.3 △ 0.1

自己 資 本 構 成比 率 （ ％ ） ×１００ 67.5 67.6 0.1

流 動 比 率 （ ％ ） ×１００ 88.8 93.1 4.3

営 業 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 55.0 54.7 △ 0.3

経 常 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 108.3 107.7 △ 0.6
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７）意見

下水道事業会計決算審査の概要は、以上のとおりである。

ア）業務量について

整備済区域内人口は３万６，３３８人で、前年度より２３１人増加し

た。普及率は８６．６％となり前年度と比較して１．４ポイント増加し

た。水洗化人口については、３万４，４６６人で前年度より３５３人増

加、水洗化率は９４．８％となり、前年度より０．３ポイントの増加と

なった。一方で、有収水量は、年間で３３８万１７７㎥で前年度と比較

して７万２，０９９㎥（２．１ポイント）減少している。

有収水量について、人口減少に加え、節水機器が一般的となったこと

やライフスタイルの変化により、今後も減少傾向が継続することは、「熊

取町下水道ビジョン（経営戦略）」で想定されているところであるが、

当年度において、水洗化人口が増加したにも関わらず、有収水量が前年

に比べ大きく減少しているので、その要因の検証に努め、今後の経営に

活かされたい。また、下水道事業の安定的な運営のため、引き続き整備

計画に基づく下水道整備とともに、大口使用者への整備など、下水道使

用料収入の確保に向けた取組に努められたい。

イ）経営状況について

当年度は、流域下水道管理費や固定資産除却費等の経常費用が減少し

たものの、下水道使用料収入や長期前受金戻入等の経常収益も減少した

ため、経常収支比率が１０７．７％となり、前年度と比較して０．６ポ

イント減少したが、昨年度に引き続いて健全な水準を確保している。

当年度純利益は、事業収益１１億６，０９４万６千円と、事業費用１

０億６，５１５万７千円との差引９，５７８万９千円であり、前年度と

比較して１２．２ポイントの減少となった。

令和６年４月の下水道使用料の改定により、昨年度に引き続いて約１

億円の純利益を確保したことは大いに評価できる。しかしながら、今後、

人口減少などによる使用料収入の減少、労務単価の上昇や物価高騰など

による整備工事費や維持管理費の増加、企業債利率の大幅な上昇などに

より、下水道事業会計の経営は、厳しい状況になることが見込まれる。
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こうした状況を踏まえ、使用料収入確保に係る取組を着実に進めると

ともに、計画的・効率的な施設整備、施設管理の最適化に努め、更なる

経営基盤の強化に取り組まれたい。

企業債の未償還残高は、５２億２，８１１万３千円で、前年度に比べ

て２億２，５７７万１千円の減少となっているが、前述のとおり、整備

工事費の増加、企業債利率の大幅な上昇により、今後増加することが想

定される。今後とも、世代間負担のバランスを考慮しながら、未普及地

域への整備拡大など建設改良工事に取り組み、企業債の適切な借入・償

還に努められたい。

ウ）むすび

下水道は、住民の快適で衛生的な生活を支える欠かすことのできない

重要な施設の一つであるが、前述したとおり、下水道事業を取り巻く環

境は、人口減少に伴う下水道使用料収入の減少や、施設の増加による経

費の増加などにより、今後更に厳しくなることが予想される。

また、全国的に下水道施設等の公共構築物が耐用年数を迎え、道路陥

没事故も発生している中、今後は、下水道施設の維持・修繕に係る事業

費が大幅に増加することが見込まれるため、利用者への十分な説明を行

いながら、計画的な施設の維持管理に取り組まれたい。

最後に、将来にわたって住民の安全な暮らしと快適な環境を守るため、

引き続き「熊取町下水道ビジョン（経営戦略）」に基づく各種施策を着

実に推進し、計画的・効率的な事業運営と経営基盤の強化に努め、健全

で持続可能な事業の運営に努められたい。


